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 ロシアとウクライナの天然ガス価格をめぐる

交渉が一段落したかのように報じられている。

しかし、ウクライナ国内は依然としてこの問題

をめぐって騒然としている。1年前のオレンジ革

命で腐敗し切ったクーチマ政権を葬ったはずの

「改革」勢力が二つに分裂している。そこには、

旧ソ連共和国にたいするロシアの対外戦略によ

る撹乱だけでなく、ウクライナを経由する天然

ガス権益をめぐる醜い権力犯罪が介在している。 
 ユシュチェンコ大統領が勝利宣言した合意は

奇妙なものだった。ロシアの国営企業ガスプロ

ム（Gazprom）が販売するガスの価格は千立方米

当たり230ドルと西側並の市場価格に設定するが、

これにトルクメニスタンから運ばれる安いガス

を混ぜて、千立方米当たり95ドルという割引さ

れた価格で供給される。こんな説明を信じるの

は部外者だけだ。トルクメンからのガスもガス

プロムが販売権を持っているはずだから、二種

類のガスを混ぜるというのは言葉のトリックに

すぎない。ところが、そのトリックを形式的に

処理する販売会社が存在している。しかも、そ

の販売会社にとって、仕入れコストなど問題で

はない。ガスを流す権利を独占することから生

まれる権益を分配できれば良いだけなのだ。こ

の会社の存在が、ウクライナの「改革」勢力を

二分する問題の根源の一つだ。 
 
ロシアの切り札とウクライナの「逆カード」 
 この販売会社の話に入る前に、ロシアの天然

ガスをめぐる戦略とウクライナの立場を見てお

く必要がある。 
 世評の通り、プーティン政権は石油や天然ガ

スを旧ソ連の共和国にたいする対ロシアへの忠

誠度を測る切り札に使っている。とくにバルト

三国やベラルーシ、ウクライナのように、天然

資源に乏しい国にとって、ロシアへの資源依存

はアキレス腱だ。事あるごとに、資源カードが

ロシアから切られる。EUへの接近を図りたいユ

シュチェンコにとっても、これが対ロシア外交

の最難関になっている。 
 他方、同じ資源カードは、ウクライナにとっ

て「逆カード」として使える。外交ゲームとし

て、ここが面白いところだ。ハンガリーを含め

てEU諸国は、今回の一件で、対ロシアへのエネ

ルギー依存の現状を再検討しようとしているが、

それほど慌てることはない。対ヨーロッパへの

ロシアの天然ガス供給の80%はウクライナを経

由して運ばれる。もしウクライナがガスの輸送

を拒否したらどうなるのか。ロシアのガス輸出

がストップすることになり、巨額の収益を失う。

ここがバルト三国と違うところ。 
つまり、ウクライナは領内に敷設された輸送

パイプという「逆カード」を持っている。途中

でガスを抜き取ったり、ガス通過料を引き上げ

たりすることで、ロシアに対抗することができ

る。だから、ロシアの資源カードでウクライナ

を黙らせることはできない。対立が長引けば、

ロシアの方が失うものが大きいのだ。だから、

紛争回避がロシアの利益になる。 
  
ガス権益とは何か 
 ロシアの天然ガス供給を一手に引き受けるガ

スプロムは、年間売り上げが160～200億ドルの

世界有数の企業だ。旧ソ連時代にガスプロムを

取り仕切っていた官僚・エリート経営者は役得

やクーポン民営化でタダ同然に取得した株式を

保有（3割程度）しており、さらに体制転換でガ

スプロムの管理者になった新エリートたちは、

ガスプロムの売り上げを横領する子会社、孫会

社を作って巨額の富を私物化している。年間の

横領額は数十億ドルに上ると言われている。ガ

スプロムは今でも、一握りの人間が食い物にし

ている伏魔殿のような会社なのだ。 



 ガスプロム株は外人投資家に開放されていな

い。ガスプロム株の半分はロシア政府が保有し

ているが、その他の株式は機関投資家や個人が

保有しているとされている。ロシアの機関投資

家として登録されているものの多くは、個人の

隠れ蓑として設立されたものだろう。外人売買

用にアメリカで預託証券（ADR）として売買さ

れるガスプロム株はわずか3.5％にすぎない。し

かし、売買規制を撤廃して、外人投資家に市場

を開放しないと、ロシア国内で大量の株式を現

金化するのは容易でない。外人投資家の巨額資

金が入れば、紙の資産を現金化できる。これが

ガスプロム株を持っているロシアのエリートた

ちの共通の願いである。 
その売買自由化（ガスプロム株のほぼ半数）

が、今年初めに実現した。ガスプロム経営者の

みならず、インサイダー取引で株式を取得した

ロシアのエリートたちにとって、外人の売買自

由化は資産現金化のチャンス到来だ。ところが、

多くの個人株主は売りの機会を待っていたから、

外人売買の自由化は株価の低下を引き起こす。

資産が目減りしては困る。手取り額を増やすた

めにも、ガスプロム資産額（2005年末で時価総

額1700億ドル）を引き上げることが至上命令な

のだ。旧ソ連共和国へ供給されるガス価格を上

げてガスプロムの収益性が改善されれば、資産

価値を上げることができる。だから、昨年来の

値上げ攻勢はたんなる政治的な理由だけで説明

されない。外人売買自由化に備えたロシア・エ

リートたちのインサイダー政策でもあるのだ。 
 天然ガスビジネスにかかわるさらにもう一つ

の利権は、子会社、孫会社を経由する横領であ

る。これはガスプロムの新旧の経営者たちが自

らの私財を増やすために仕組んだスキームで、

必要のない販売子（孫）会社をガス売買に介在

させて、その上がりの一部（あるいはかなりの

部分）を横領する事実上の犯罪である。プーテ

ィンが権力の座について、最初に手を付けた仕

事がこの子会社・孫会社の整理だった。そのた

めにガスプロムに送り込まれたのが、腹心のア

レックス・ミラーである。 

 ところが権力はカネ。利権のない権力を支え

る人間はいない。だから、プーティンはガスプ

ロムを自らの権力基盤にすることで、政権の求

心力を維持することにした。どうやって「合

法」的にカネを捻り出すか。その「打ち手の小

槌」の一つが、ウクライナを経由する天然ガス

の販売会社設立なのだ。 
 
ブダペストに設立されたダミー会社 
 本欄（2004年1月号）で詳しく紹介したように、

2002年12月5日、ガスプロムはウクライナの国営

独占ガス会社Naftogaz Ukrainyと契約を結び、12月
6日（契約日の翌日に登記！）にブダペストに設

立された資本金12,000ドルのEural Trans Gas

（Eural TG）に、ウクライナへ送られるガスの販

売権を認めることで合意した。これはガスプロ

ムのパイプラインを通して、トルクメニスタン

からウクライナに送られる天然ガスにかんする

契約で、ウクライナの国内消費とウクライナ以

西への販売権をEural TGが取得するというものだ。

この新設されたEural TGには、流動資金として、

ロシアのGazprombankとVneshekonombankから、総

額で3億ドルもの融資保証が供与された。 
 常識的に見れば、ガスプロムがウクライナの

ガスビジネスを行う販売子会社を設立したと考

えるのがふつうである。ところが、このEural TG、

何と完全なペーパー・カンパニーなのだ。会社

の4名の所有者のうち3名はルーマニアのクルー

ジュ・ナポカ（コロジュヴァール）に住むふつ

うの市民。小遣い銭でハンガリーの弁護士に誘

われて、オフショア会社の登記に名を連ねた。4
番目の所有者はイスラエルに住所をもつゼエ

ヴ・ゴードン。この住所にはキプロスに本社を

もつHigh Property社のイスラエル子会社が登記さ

れている。この会社こそ、ウクライナ出身のロ

シア大物マフィア、モギレヴィッチの「合法」

会社だ。さらに、このHigh Property社のハンガリ

ー子会社とEural TG社は、ブダペストの同じ住所

に登記されている。 
そして、もう一つ仰天することに、Eural TG社

の代表取締役が、カーダール政権時代にハンガ



リー社会主義労働者本部の思想・文化人担当で

名を知られ、マルクス経済大学の哲学講師を務

めた後、党本部に入り、文化副大臣まで務めた

ことのあるクノップ（Knopp András）だ。どこで

どう出会ったのか分からないが、モスクワ・マ

フィア戦争でブダペストへ拠点を移していたモ

ギレヴィッチのハンガリー移住申請の便宜を図

ったのがクノップで、この二人はたばこの密輸

ビジネスで親密な関係にあった。要するに、

Erutal TG社は共産党組織から転身した赤いマフィ

アと、伝統的な黒いマフィアが、誰かの命を受

けて設立した会社なのだ。 
ガスプロムの経営トップがEural TG社設立を知

らないはずがない。というより、会社のトップ、

ロシアの政権中枢、ウクライナの政権中枢の合

意で、ガスの独占販売会社が設立されたはずで

ある。もっとも、プーティンやガスプロムのト

ップが、モギレヴィッチに会社設立を依頼した

覚えはないだろう。このスキームはウクライナ

側から提案され、ロシア側が飲んだと考えるの

が自然である。この杜撰なスキームを考案した

のは誰か。明らかに、クーチマ大統領であり、

Naftogaz Ukrainy社の経営陣である。 
そして、このスキームをロシア側に仲介した

人物がチェルノムイルジンだと考えると、すべ

ての糸が結ばれる。旧ソ連で石油・ガス大臣を

務め、ガスプロムのトップに君臨したチェルノ

ムイルジンは、エリツィン政権で首相の座を占

め、プテーティン政権になってロシアのウクラ

イナ大使としてキエフに送られた。それなりの

使命をもった大使任命だったはずである。彼が

ロシアとウクライナの石油・ガスビジネスのフ

ィクサーだと見るのが正しいだろう。 
 ロシア側の誤算は、クーチマがあまりに安直

な会社を設立したことだ。よりによって、FBIの

最重要手配人物に指定されているモギレヴィッ

チに登記を任せる手はなかった。もちろん、ク

ーチマにもそれなりの言い分がある。ウクライ

ナ側の権益配分を取り仕切る上で、モギレヴィ

ッチを使えば、反対する者がいないと計算した

のだろう。モギレヴィッチに恫喝されれば、誰

も反対できない。権力とマフィアの結託、共産

党崩れの赤いマフィア（クーチマ一派）と裏の

世界を取り仕切る黒いマフィアの結託である。 
 かくして、Eural TG社設立とガス販売の独占契

約は、ロシアとウクライナの権力者たちが仕組

んだ醜いスキームだった。しかし、あまりに粗

雑なスキームはすぐに破綻することになった。 
 
Eural TGからRosUkrEnergoへ 
 この横領会社はすぐにロシアとウクライナの

メディアに暴露された。FBIもマネー・ローンダ

リングの典型として、独自の捜査を進めること

になった。まさにこのようなクーチマ政権をめ

ぐる腐敗が昨年のオレンジ革命を推し進めた原

動力に他ならない。 
さてこのEural TG社だが、会社設立から1年半

ほどして、その後継会社が新設された。このま

までは、腐敗批判を避けられないと判断したの

だろう。2004年7月に、プーティン大統領とクー

チマ大統領がヤルタで会談し、新会社を設立す

ることで合意した。もっとも、すでにウクライ

ナのガス利権をめぐる横領スキームが明々白々

になった現在、どのような会社を作っても、横

領疑惑から逃れることはできない。 
 新会社はEural TGの轍を踏まないように、外か

ら見えないようにソフィスティケートされたも

のになった。オーストリアのRaiffeisenグループが、

このスキームの立案を担った。2004年7月22日付

けでスイスに登記されたRosUkrEnergo社は、ロシ

ア側がガスプロムバンクとその関連持ち株会社

（Arosgas Holding AG）が出資し、ウクライナ側は

Raiffeisen Investment AGが出資したことになってい

る。ガスプロムバンク以外は、投資家を隠した

ダミー会社とファンド運用会社である。「守秘

義務」によって、個別の投資家が隠蔽されてい

る。それぞれの会社には、ロシアとウクライナ

の権力に関係する個人やダミー会社が名を連ね

ているだろう。 
 そして、このRosUkrEnergo社こそ、今回のロシ

ア－ウクライナ間の天然ガス紛争を仲介する会

社なのだ。 



オレンジ革命政権の分裂 
 ユシュチェンコ政権下で首相に就任したティ

モシェンコ女史は、クーチマ政権の腐敗にたい

する徹底捜査を主張した。そして、数ある捜査

対象の一つがこのRosUkrEnergo社だった。ウクラ

イナの情報機関のトップに任命されたトゥルチ

ノフが、権力犯罪容疑でこの会社の捜査に入っ

た。ところが、昨年夏（2005年8月）、トゥルチ

ノフが突然解任され、捜査責任者のコズヘミヤ

キンが担当から外されることになった。ユシュ

チェンコ大統領の指示によって、この捜査は打

ち切られたのである。プーティンの権力基盤に

メスを入れることはまかり成らんという直々の

命が、モスクワから届いたと言われている。 
 ここからオレンジ革命政権内部の分裂が明ら

かになった。あくまでクーチマ政権時代から続

く腐敗を徹底的に暴くことを主張するティモシ

ェンコ首相と、妥協的にロシアとの関係復位を

優先するユシュチェンコ大統領との確執が抜き

差しならぬところに至り、9月のティモシェンコ

解任となった。 
 この政権分裂の背景にあるのは、ロシア側か

らの圧力や脅迫である。この時期、ウクライナ

の最高裁判所はクーチマ大統領の義理の息子の

手にわたった製鉄会社Kryvorihstalの所有権の国家

への返還判決を下したが、これがロシア政権と

ロシアを後ろ盾にするウクライナの旧政権で権

益を得た連中に危機感を与えたと言われている。

ユシュチェンコ大統領に国内外からさまざまな

圧力が加えられたと考えられる。 
 もちろん、ティモシェンコ女史が潔白という

訳ではない。彼女のファミリーはクーチマ時代

のガスビジネスで、クーチマ政権から訴追され、

拘束された経験をもっている。ウクライナのガ

ス権益から排除されたという恨みが、強い行動

の背景にあることは間違いない。他方、ガスビ

ジネス他に纏わる権力犯罪を断罪できなければ、

クーチマ政権を倒した意味がないと考えるのも

当然である。この点で、ユシュチェンコ大統領

の優柔不断な姿勢への転換がどのような圧力に 
よるものなのか、興味深い。 

ロシア－ウクライナ協定の問題 
 今、ウクライナの政界は1月初めに締結された

ロシア－ウクライナの「ガス協定」をめぐって

紛糾している。ユシュチェンコ大統領はウクラ

イナの勝利というが、ウクライナ側は二つの点

で重大な交渉上の失敗を犯した。 
 一つは、実際の供給価格を決めるベースとし

て、ガスプロムが主張した千立方米230ドルとい

う市場価格を受け入れてしまったことである。

この価格水準を即時に受け入れる必要はなかっ

た。受け入れなくても、ロシア側は譲歩しただ

ろう。また、世界市場価格を受け入れるとして

も、一定の移行期間（5年～10年）を条件とした

り、パイプライン使用料との連動を噛ませたり

することで、引き上げ幅を抑えることができた

はずである。しかし、イェハヌロフ首相はロシ

ア側に交渉力を発揮できず、ロシア側から供給

されるガス価格を世界市場価格に決めてしまっ

た。これはウクライナにとって、将来の交渉の

手を縛ってしまう失策になった。 
 もう一つは、ウクライナへガスを供給する独

占販売会社として、RosUkrEnergo社を公認したこ

とである。マネー・ローンダリング会社として

周知されている会社を認めることは、事実上、

この会社の免罪を意味する。 
 ユシュチェンコ大統領はこの協定をウクライ

ナの勝利だというが、それは逆だろう。ロシア

とロシアの援護を得たウクライナの旧政権グル

ープが実利を得た。ユシュチェンコ政権は95ド
ルという一時的な名目価格を獲得したが、230ド
ルの市場価格とローンダリング横領会社の公認

という実を取られてしまったのだ。稚拙な外交

交渉と言わざるを得ない。 
 この協定締結発表後、ウクライナ国会は交渉

責任者であるイェハヌロフ内閣の不信任を決議

した。ティモシェンコ女史とロシアの支援を受

ける保守派のヤヌコヴィッチ元首相派が組んで

不信任を可決した。しかし、ユシュチェンコ大

統領は3月の選挙終了時まで、首相の交代を拒む

構えだ。ウクライナの前途はまだまだ不透明だ。 
（関連記事は、http://morita.tateyama.huを参照されたい） 


